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ェγヶ'ノレス，住宅問題.1872田 73年. 1マルクスエンヶソレス全集」第18巻を参障し ヘ

































高度成長下白土地政樟と大規模宅地開発 (179) 79 
ある。















































































































た，ひとつの広域都市圏に尭展させることJ (2ページ〉にあり，そのためD重点政策は. I 
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表-2 宅地供給見通し 〈単位 A クタ ル〉
摘 要 1 1961'-""65 I 1966，-.，70 I 1960..，85 
機公的関
供直接宅給地 新開区収住発画得事整分業理)，事等。公業般団〈宅土公地団 7，100 11，950 59，S口0
公理地由共事整分業団理〕体等，事土公業。地団(区土民画地有整換区よ 上記も以外 8，900 11，650 49.000 
るも のの
の
計 16，日00 23，600 108，5日O
民に
間よ
事3 業造民間，成土等民地。間区事画業整者理宅事地 18，800 I -25，400 111，500 
業の
合 E十 220，000 
出所「建設白書昭和42年版」























10) エソゲノレス，反ヂ品ーリング詰， 1878年. iマルクス エングノレス全集.J304へ一九










































































































































高度成長下り土地政置と大規模宅地開岳 (191) 91 
うLた土地収用は，土地政策実施上の最後の決め手になっているのである。
IVおわりに
これまで，大規模宅地開発の宅地政策上の位置づけ』および大規模宅地開発
が現在の土地政策によっていかに性格づけられているかについて述べてきたが，
今一度，大規模宅地開発の本質を以下の 4点にまとめて結びとしたい。
第 1に，大規模宅地開発政策は住宅政策あるいは宅地政策の一環というより
は，むLろ資本にと勺ての国士全体の効率的土地利用をめざす土地政策の 部
を構成し，それを実施に移すための主要な政策となっている。
第 2に，国土の効率的利用とはすなわち国土の広範な区域を市街地として聞
い込み，農民の土地所有権・利用権を侵害し，必要な場所に，必要な量の宅地
を供給することに他ならない。大規模宅地開発は，こうした課題を公的機関の
主導によヮて推進するものである。
第 3に，大規模宅地開発がそうした制度たりうるのは，農民の土地所有権・
利用権を侵害する土地政策の方向に合致したものせあり，かつ直接的な農民か
らの土地取り上げによってそれを保障しうるからである。
第 4に，したがって，よのような宅地開発が容認されている現状にあっては，
農業そのものを守っていくために農民が団結して土地取り上げに反対するか，
もしくは農業を続けうる条件を保障することを要求し℃闘っていく以外に道は
ない。現在白土地政策が土地の私有権を前提にしている限り，農民の土地私有
権の廃絶を宣言することはできないからである 3
